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新潟市中央卸売市場卸売業者等に係る保証金の未預託による許可等の取消処分に関する要綱（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，新潟市中央卸売市場業務条例（令和２年新潟市条例第５号。以下「条例」という。）

第７１条第１項に規定する指定（以下「指定」という。）を受けて業務を行っている卸売業者等に対し，

保証金の充当に伴う追加預託をしないことを理由として，条例第７条第１項及び第２５条第１項，並

びに第３９条第１項に規定する許可（以下「許可」という。）及び指定の取消処分を行うことについて，

条例及び新潟市中央卸売市場業務条例施行規則（令和２年新潟市規則第３６号）に定めるもののほか，

必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところによる。 

（１）卸売業者等 条例第５条に規定する卸売業者及び条例第２３条に規定する仲卸業者，並びに条例 

第３７条に規定する関連事業者をいう。 

（２）使用料等 条例第８１条第１項に規定する使用料，同条第２項に規定する電力，電話，ガス，水

道，下水道等の費用で市長の指定するもの，新潟市債権管理条例（平成２６年新潟市条例第９号）

第８条第１項に規定する延滞金及び同条例第９条第１項に規定する遅延損害金をいう。 

（３）保証金 条例第１１条第１項及び条例第３０条第１項，並びに条例第４２条第１項に規定する保

証金をいう。 

（処分の周知） 

第３条 卸売業者等に対し許可及び指定（以下「許可等」という。）をするときは，本要綱の規定に基

づく許可等の取消処分について，書面により周知するものとする。 

（保証金の充当） 

第４条 卸売業者等が使用料等を納付期限までに納付せず，滞納金の合計額が保証金の額を上回ったと

きは，次項の規定に基づき保証金を全額充当するものとする。この場合において，保証金の充当にあ

たっては，滞納している使用料等について，必要に応じて納付誓約書を提出させるとともに，納付指

導を十分に行うものとする。 

２ 前項前段の規定により保証金を全額充当する場合においては，事前に充当する旨の予告を通知する

ものとし，当該通知の日から１０日までに預託されないときに，充当するものとする。 

３ 第１項の規定により保証金を充当したときは，卸売業者等は条例第１３条第１項及び第３１条第２

項，並びに第４３条第２項の規定により，当該充当した額を追加預託しなければならない。この場合

の預託期限は追加預託の通知の日から１０日後とする。 

（業務の禁止） 

第５条 卸売業者等は，前条第３項の規定により指定した預託期限までに預託しない場合，条例第１３

条第２項及び第３１条第２項，並びに第４３条第２項の規定により，指定期間経過後，預託を完了す

るまでは業務を行うことができない。 



2 

（許可等の取消処分） 

第６条 卸売業者等は預託期限の日から１月以内に預託しないときは，条例第１０条第１項及び第２９

条第１項，並びに第４１条第１項の規定により許可を取り消すものとする。 

２ 第１項の規定により許可を取り消したときは，条例第７５条の規定により指定を取り消すも  の

とする。 

３ 第１項及び前項の取消処分にあたっては，事前に取り消す旨の予告を通知するものとする。 

（施設の返還） 

第７条 前条第２項の規定により指定を取り消された場合は，条例第７４条第１項の規定により施設を

返還しなければならない。 

（行政手続条例の聴聞） 

第８条 第６条第１項の規定に基づく許可及び同条第２項の規定に基づく指定の取消処分にあたって

は，新潟市行政手続条例（平成９年新潟市条例第２号）第１３条第１項第１号アの規定に基づき，聴

聞を実施するものとする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は令和 年  月  日から施行する。 

  （適用区分） 

２ 第４条の規定は，この要綱の施行の日以後に使用料等を納付しない場合の保証金の充当について，

適用するものとする。 


